（別紙２）

予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　新くらしのお悩み相談会実施事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部地域福祉国保課地域福祉係　電話番号：058-272-1111（内2522）

　　　　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　   1,320千円（前年度予算額：　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,320
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,320

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成27年4月1日より「生活困窮者自立支援法」が施行されており、既に生活に困窮している者が支援対象となっているが、そもそも、その状態に至らないようにするための直接的な予防対策は実施されていないのが現状である。
一方で、生活保護の受給等までには至っていないが貧困を抱えた方や、多重債務等の法的手段による解決が必要な困窮状態にある方など、潜在的な生活困窮者や複合的な課題を抱えた方が存在している。
そのため、自立支援相談員をはじめ、法律や家計の専門家も交えた相談会を設け、現に困窮している方に限らず、生活に悩みを持つ方と広く対象者を募ることにより、早期相談と困窮に陥る前の予防対策と位置付ける。
（２）事業内容

・自立支援相談員のみならず、弁護士、司法書士、ファイナンシャルプランナー、社会保険労務士及び保健師等を擁し、生活が苦しい方・悩みを抱えた方全般を対象とする相談会を実施する。
・対象者については生活困窮者に限らず、悩みを抱えた方全般として広くとらえることとするが、既に困窮状態にあると判断された場合には、自立相談支援員による継続支援に移行する。
　　・相談会は県内各圏域で四半期ごとの開催を目標とし、相談者の来やすい平日夜間や休日での開催を基本とする。
　・弁護士及び司法書士による法律相談、ファイナンシャルプランナーや社会
保険労務士による家計相談、保健師による健康状態やその他の悩み相談と
いう体制で実施し、相談者の実情に応じ、関与する専門家の追加も検討。
　　・また、岐阜労働局の協力もいただき、就労相談も可能とする。
（３）県負担・補助率の考え方

　　・生活困窮者自立支援法による支援の対象者の掘り起しを行うとともに、早期の相談の実施により予防対策を行うことは有効であるため、県が費用負担を行うことは妥当である。
　　・当該事業に係る国庫補助事業がないため、県が全額負担する。
（４）類似事業の有無
　　・多重債務無料相談会（県民生活相談センター）
　　・無料法律相談（県民生活相談センター）

　　・こころと法律の相談会（保健医療課）
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	816
	相談員（弁護士等への報酬）

	旅費
	320
	相談員への費用弁償、職員業務旅費

	需用費
	56
	消耗品費（事務用品の購入）、印刷製本費（チラシ）

	役務費
	80
	郵送費・通信費等

	使用料
	48
	会場使用料（＠6,000円×８回分）

	合計
	1,320
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　　関連する計画はなし
（２）国・他県の状況

　　　他県において本事業を実施している県はない
（３）後年度の財政負担

　　　相談会の開催は生活が苦しい方や生活に悩みを抱えた方に相談の場を提
供することにより、対象者を掘り起こし、早期に対応し、生活困窮に陥らな
いよう支援することが目的であり、継続的に相談会は開催する必要がある。
（４）事業主体及びその妥当性
　　　生活困窮者への支援は郡部に居住する方については県、市に居住する方
　　については市で行っているが、支援をしている方以外に、生活に困窮してい
る方はいると考えられ、県下で支援が必要な方を早期に発見する役割は県で
ある。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　生活保護の受給等までには至っていないが貧困を抱えた方や、多重債務等の法的手段による解決が必要な困窮状態にある方など、潜在的な生活困窮者や複合的な課題を抱えた方が存在しているため、現に困窮している方に限らず、生活に悩みを持つ方と広く対象者を募ることにより、早期相談と困窮に陥る前の予防対策を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	複合的な問題を抱える生活困窮者本人に寄り添って、悩みの相談や自立支援につなげることが目標であり、単純に相談受付件数を増やすことが目標になりえない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	現状の国の施策においては、生活困窮への予防対策は実施されておらず、現に困窮している方に限らず、生活に悩みを持つ方と広く相談者を募ることにより、早期相談と困窮に陥る前の予防対策として重要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　生活困窮者への支援を行っているが、生活に困窮しているにも関わらず、相談に来ず、状況が悪化するおそれのある方がいると考えられ、こういった方々を早期に発見し、支援につなげていく取り組みが必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

生活に困窮してみえる方の発見は単年度ではなく、継続的に行うことにより、効果がでると考えられるため継続すべきである。


